
３．感染症や災害に負けない強靭な社会をつくる
（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(276,582) ○

4,635,209 

(債務負担行為) 2,814,287 

○ 結核予防費 4,676
○ 感染症予防費 106,398
○ 予防接種費 79,159
○

7,098
○ 新興感染症発生に備えた検査体制の整備に要する経費 60,278
○

1,101
(27,237) ○ 抗インフルエンザウイルス薬の保管等に要する経費 26,565

○ 地域対策連絡会議運営費 731
27,296 
(54,064) ○ 入院勧告患者経費 39,988

○ 通院患者経費等 18,884
58,872 
(30,645) ○ 結核・感染症発生動向調査費 70,432

○ 感染症危機管理対策費 568
75,333 ○ 疑似症サーベイランス体制整備費 4,333
(14,435) ○

14,596 
(6,291) ○ 妊娠を希望する女性等に対する無料の風しん抗体検査

の実施に要する経費
6,156 

(33,500) ○ 市町村が行う抗体価の低い妊娠希望者等への風しんの
予防接種費補助に対する助成

33,500 
○ 感染症患者の医療費公費負担に要する経費

33,800 
(33,291) ○ 医療用資材の流通備蓄体制の維持に要する経費

38,045 
○ 日田彦山線沿線地域振興事業費補助金 147,324

２ ２ ３ (349,134) ○ 日田彦山線沿線地域振興事業実行委員会事業負担金 36,204
○

８ ２ ３  206,680 
○ 八女香春線の狭小区間の拡幅に要する経費 21,000

(3,745) ○ 被災者支援団体の拡大のためのセミナーに要する経費 2,907
○

4,531 1,624
(351,532) ○

310,285 
(474,911) ○

202,531
○

○

○

538
(33,000) ○

33,000 
○

1,996
○

825,000
(141,011) ○ 放射線常時監視を行うための経費

149,014
(12,080) ○ 大気常時監視システムの運用に要する経費

10,085

ワンヘルス
総合推進課

３ １ ２

保健環境研究所建設費
保健環境研究所の新築、改修及び既存施設解体工事
に要する経費
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薬 務 課 ３ ３ ５
医療用資材先駆的
流通備蓄体制構築費

政策支援課

道路建設課

日田彦山線沿線地域
振興費

がん感染症
疾病対策課

３ ３ ５

疾病予防対策費

私学振興課 10 ９ ２

医療指導課

被災者住宅再建支援費

災害救助費

２ ２

(225,622)
市町村が行う造血幹細胞移植患者のワクチン再接種費
補助に対する助成

258,710 

新型インフルエンザ
対策費

結核関係医療療養費

感染症等予防対策費

新興感染症発生に備えた医療機関等の人材育成に要
する経費

エイズ予防対策費

私立学校耐震化促進費

医療施設近代化
施設整備費補助金

災害福祉支援体制整備
事業費

(609,495)

風しん抗体検査事業費

風しん予防接種助成費

新型コロナウイルス感染症
医療提供体制等強化費

５ １ １
多様な主体の協働による
被災者支援体制機能
強化費

環境保全課

４ １ １ 放射能測定体制強化費

４ １ ２
災害時大気環境観測体制
強化費

社 会 活 動
推 進 課

３ ４ ２

福祉総務課 ５
被災した住宅の再建のために受ける融資の利子相当額
の助成

エイズに対する正しい知識の普及啓発及び医療体制の
整備に要する経費

2,152

災害ボランティア活動の広域調整訓練の実施に要する
経費
私立幼稚園、私立小・中・高等学校の耐震化に対する助
成

災害時に災害派遣福祉チームを派遣する体制の整備や
災害福祉支援ネットワークの構築に対する助成 7,262
「地域協働型」災害ボランティアセンターの設置・運営研
修等に対する助成 12,093
被災者見守り・相談支援の推進のための研修の実施に
要する経費

 19,893 

(20,717)

災害に備え平時から措置しておく応急仮設住宅の建設
等に要する経費

(826,920)

826,996 

患者の療養環境、医療従事者の勤務環境の改善等に
つながる病棟新築・改築費・設備購入費に対する助成

日田彦山線沿線地域振興推進協議会等の実施に要す
る経費

令和５年７月７日からの大雨災害及び令和6年台風10号
災害の被災者に対する応急仮設住宅（賃貸型）の提供
に要する経費

-　62　-



（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(249) ○ 災害廃棄物処理の研修の実施に要する経費

297
○

○

○ 流域治水を推進するための田んぼダム導入支援に要
する経費 36,363

[新]ため池の事前放流について支援するアプリの開発・普及
に要する経費 20,640

○

○ ため池の管理状況調査等に要する経費 25,516
○

8,531
(4,562,276) ○ ため池等の整備に要する経費

4,294,064 
(3,709,286) ○ 治山事業費 2,587,577

○ 県単治山事業費 657,443
3,245,020 
(724,543) ○ 災害関連緊急治山事業費

724,543 
(418,167) ○ 被災した林地の復旧整備に係る負担金

418,167 
○ 団体営事業費（29年災） 659,198
○ 団体営事業費（3年災） 51,791

(5,217,022) ○ 団体営事業費（4年災） 6,764
○ 団体営事業費（5年災） 4,126,992

6,936,446 ○ 団体営事業費（6年災） 187,333
○ 団体営事業費（現年災見込） 1,800,000
○ 県営事業費（現年災見込） 104,368

(24,477) ○ 農地の災害復旧に係る農家負担に対する助成 1,426
○

10,100 8,674
(66,756) ○

3,107
(81,000) ○ 道路・防災情報の一元管理システムの構築に要する経費

40,500
(400,000) ○

400,000
２ (1,948,085) ○ 道路災害防除費 1,309,350
３ ○ 道路防災費 658,000
４ 2,101,350 ○ 橋りょう震災対策費 134,000

(   0) ○

200,000
(   0) ○

30,800
○ 単独事業費 2,991,132
・河川改修事業費 2,693,402

(8,600,087) ・河川調査費 297,730
○ 補助事業費 4,274,500

7,265,632 ・広域河川改修費 3,157,161
・都市基盤河川改修費 389,000
・堰堤改良費等 728,339

(11,739,878) ○ 河川災害関連事業費 5,708,581
○ 浸水対策重点地域緊急事業費 4,903,500

10,654,081 ○ 特定都市河川浸水被害対策事業費 42,000
(8,753,640) ○ ５年災 2,373,179

○ 現年災見込 3,320,000
5,693,179

○

○

○

80,000
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道路維持課

８ １ １

８ ３ ２

河川管理課 ８ ３ １

８ ２

４

２

河川管理課

河川整備課

１ １

４ ２

廃 棄 物
対 策 課

４ １ ３
災害廃棄物処理体制
整備費

ため池等整備費６

農林災害対応体制
強化事業費

農 山 漁 村
振 興 課

園芸振興課

農 村 森 林
整 備 課

６
２
４

２
２

流域湛水減災対策費

農 山 漁 村
振 興 課

農 村 森 林
整 備 課

６
４
５

２
１

県 土 整 備
企 画 課

農 村 森 林
整 備 課

６

２ ２ 道路施設維持管理推進費

８ ２ １

耕地災害復旧事業費

農地災害復旧緊急支援費

河川管理課

港 湾 課
11 ２

河川整備課 ８ ３
１
２

土木災害復旧事業費

ため池の管理を行う市町村等に対する技術的な助言・指
導に要する経費

災害査定業務の迅速化を図るためのデジタル機器及び
クラウド型情報管理ツールの導入に要する経費

市町村が行う雨水貯留浸透施設整備のための調査に対
する助成
市町村や事業者が行う雨水貯留浸透施設整備に対する
助成

県管理河川の「流域対策実施計画」の作成に要する経
費

[新]

[新]

流域治水推進費

河川災害関連等事業費

災害時等の土木施設点検を行うためのドローンのパイ
ロット養成に要する経費

道路防災事業費

治水対策としての自然環境を活用した道路の整備に要
する経費

19,594

浸水リスクの低い地域へのハウスの移転及び排水ポンプ
と浸水防止壁の設置に対する助成 22,138
流域治水を推進するための農業水利施設の機能維持・
強化や管理体制の強化に対する助成等 21,609

 100,750 

(175,646)

災害発生時に迅速かつ安全に被害状況を把握するため
のドローン導入に要する経費

(40,536)

38,628 

治山事業費

災害関連緊急治山等
事業費

直轄治山事業負担金

グリーンインフラ整備
推進費

早期復旧に向けた
災害査定ＤＸ化推進費

ドローンとAIを活用した
土木施設点検費

河川改修費

橋りょう等の長寿命化を図るためのアセットマネジメントに
要する経費

4,581

11

５

河川管理課

河川整備課
８ ３

１
２

農地の災害復旧に係る土地利用計画（換地）に対する
助成

道路管理情報の一元化事
業費

８

28,300

127,894

(173,000)
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(2,669,625) ○

2,890,175
(3,554,506) ○ 直轄河川の整備に係る負担金

2,324,865
(20,808) ○ 直轄河川の災害復旧費負担金

20,808
○ 単独事業費 196,358

１ ・海岸災害防除対策事業費 188,358
４ (1,326,480) ・海岸調査費 8,000

○ 補助事業費 1,073,211
1,269,569 ・海岸高潮対策事業費 562,800

・海岸調査費 128,211
・港湾海岸高潮対策事業費 382,200

(136,424) ○

191,565
○ 単独事業費 2,130,353
・砂防事業費 1,766,630
・急傾斜地崩壊対策事業費 156,087
・砂防調査費 207,636

○ 補助事業費 3,720,150
・通常砂防事業費 2,274,300
・地すべり対策事業費 506,100
・急傾斜地崩壊対策事業費 939,750

○ 災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業費 40,800
○ 災害関連緊急砂防事業費 61,200

1,006,050 ○ 特定緊急砂防事業費 904,050
(808,767) ○

967,934
○

○

200
(15,000) ○ 市町村と民間が連携して行うまちづくりに要する経費

15,000 
(11,800) ○

21,131 
(17,600) ○

25,820 
(   0) ○

14,529 
(14,932) ○ 応急危険度判定士派遣体制の整備等に要する経費 4,721

○ 民間大規模建築物の耐震改修に対する助成 8,933
13,654 
(14,600) ○ 通学路等のブロック塀の撤去に対する助成

14,600 
○ 耐震化に向けた普及啓発に要する経費 12,551

(43,137) ○

 49,307 ○ 福岡県耐震改修促進計画の改定に要する経費 27,709
○ 既存住宅の性能向上に係る改修費に対する助成 7,500
○

○

200
(1,328) ○ 専門委員会議の開催等に要する経費

1,311 
○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の住民の避難誘導

(52,645) 等に必要な資機材の整備に要する経費 28,761
○ 原発事故の発生を想定した広域的な防災訓練等に要す

47,228 る経費 11,959
○ 原子力防災研修に要する経費 6,508
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化 防災企画課 ２ ６ １

建築指導課

開発・盛土
指 導 課

８ ５

１

８ １

８ ３ ２

港 湾 課

５

建築指導課

住宅計画課

砂 防 課

８ ３

砂防災害関連等事業費

砂防総合流域防災事業費

３

水 資 源
対 策 課

下 水 道 課

[新]

盛土等規制区域指定
調査費

１

建築物地震対策事業費

都市計画課

盛土監視体制強化費

８ ２
８

８ ３

11 ３２

８ １

建築物耐震化促進費

８ ５

住宅計画課 ８ ６ １

直轄河川事業費負担金

４

８ １ ５

１

住宅被災者本再建支援費

地域防災計画強化費

原子力災害対策費

民間施設ブロック塀
安全対策費

盛土情報管理システム
整備費

[新]

８

３

流域単位の水害対策施設の整備、災害関連情報の提
供等に要する経費

官民連携による公共空間
の利活用費

危険な盛土等による災害発生を防止するための既存盛
土の調査に要する経費

(681,180)

災害に備えた上下水道
連携強化費

(6,119,821)

5,850,503
砂防事業費

港湾保安対策管理費

海岸整備事業費

直轄河川災害復旧事業費

河川総合流域防災事業費

河川整備課

流域単位の土砂災害対策施設の整備、災害関連情報
の提供等に要する経費

ＳＯＬＡＳ条約に対応するための苅田・三池港の保安管
理に要する経費

上下水道施設情報をまとめたデジタル地図の作成に要
する経費
災害時対応に向けた上水道・下水道組織の連携強化に
要する経費

9,800

10,000

(   0)５

２４

１
３

1,547

九州北部豪雨の被災者が仮住まいから民間賃貸住宅へ
本再建する際の初期費用に対する助成

九州北部豪雨の被災者が仮住まいから本再建する際の
引越費用に対する助成 1,400

(2,200)

1,600 

盛土の検査・監視を効率化する画像解析ソフト、簡易観
測機器等の導入に要する経費

民間団体が行う普及啓発活動・相談窓口の設置に対す
る助成

盛土規制法の運用のための地理情報システムの整備に
要する経費
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(55,219) ○

40,193 
(1,226) ○ 災害・危機事案発生時の初動体制強化に要する経費

7,668 
(11,994) ○ 県防災会議運営費等 4,991

○ 防災訓練費 6,965
12,756 ○ 石油コンビナート等防災対策費 800

○ 防災情報等メール配信システムの運用に要する経費 7,158
○ 防災ホームページの運用に要する経費 17,470
○ 防災アプリ「ふくおか防災ナビ・まもるくん」の運用に要す
る経費 18,050

(183,230) ○ 防災行政無線の維持管理に要する経費

187,200
(   0) ○ 15時間先までの災害リスクを分析・予測するシステムの

導入に要する経費
 46,400 

(   0)
○ 海域活断層の被害想定を踏まえた地域防災計画の見
直しに要する経費 14,511

16,161
○ 防災アプリ「ふくおか防災ナビ・まもるくん」への調査結
果反映に要する経費 1,650

(90,027) ○ 政令市の消防ヘリの維持管理経費に対する助成

90,032 
(1,032) ○ 自主防災組織のリーダー研修や育成強化に要する経費

1,171 
(2,804) ○ 市町村と連携した個別避難計画の作成促進に要する経

費
3,934
(   0) ○ 市町村が行う地域防災力強化事業に対する助成

5,000
(4,878) ○ 地域で防災・減災活動のリーダーとなる防災士のスキル

アップ研修等の実施に要する経費
5,178

(17,863) ○ 救急振興財団への負担金 15,700
○ 救急業務メディカルコントロール協議会運営費 2,513

18,213 
(124) ○ 市町村消防の広域化の推進に要する経費

135 
(11,250) ○ 消防団員の勧誘活動強化に取り組む市町村の支援に

要する経費
9,750 

(133,086) ○ 消防関係団体補助金等 20,563
○ 消防学校運営費等 125,995

146,658 
(1,878) ○

1,946 
(5,028) ○ 災害派遣精神医療チーム運営委員会運営費 224

○ 隊員の養成研修に要する経費 1,995
5,776 ○ 活動に必要な資機材の整備等に要する経費 3,557

(289,644) ○ 救急医療情報センター運営費補助金 227,388
○ 救急医療電話相談事業費 96,151

323,539 
○ 災害派遣医療チーム運営委員会運営費 7,542

(43,821) ○ 災害派遣医療チームの運営に対する助成 5,422
○ 災害派遣医療チームの実動訓練に要する経費 7,046

26,097
○ 災害医療コーディネーターと連携した医療救護活動を行
うための訓練に要する経費 5,473

○ 災害支援ナースの派遣調整業務を委託するための経費 614

(59,415)
○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の医療体制の強化
に必要な資機材の整備等に要する経費 62,438

68,137 
○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の避難住民等のた
めの安定ヨウ素剤の備蓄等に要する経費 5,699

防災企画課

２ ６ １

地

域

防

災

力

と

危

機

管

理

の

強

化

２

７国際政策課 ２ ２

健康増進課 ３ ２ ４

外国人地域防災力強化
事業費

災害派遣精神医療チーム
整備費

医療指導課 ３ ４

消 防 防 災
指 導 課

２ ６ １

医療指導課

薬 務 課

２ ６
２
３

原子力災害医療対策費

救急医療情報センター
運営費

災害派遣医療チーム
運営費

２ ６ ２

外国人コミュニティ代表者を対象とした防災教室等の実
施に要する経費

３ ４
２
４

消防広域化推進費

消防団加入促進強化費

42,678 

２ ６ ２ 消防ヘリ応援体制強化費

自主防災組織活性化
事業費

消防連絡調整費

防災情報発信強化費

[新]
災害リスク予測システム
導入費

[新]防災アセスメント調査費

防災行政無線業務費

[新]
個別避難計画作成支援
強化費

救急業務高度化推進費

原子力防災ネットワーク
運営費

防災対策費

自主防災組織育成強化費

個別避難計画作成促進費

原子力災害時における国等との専用連絡回線の運用に
要する経費

(22,693)

災害対策本部強化費
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（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
款 項 目

(5,969) ○ 災害時の初動医療に必要な備蓄医薬品の管理に要す
る経費

12,446 
(314) ○ 災害支援薬剤師（リーダー）の養成に要する経費

664 
(   0) ○ 在宅人工呼吸器使用者の非常用電源導入の支援に要

する経費
6,914 
(   0) ○ 海域活断層に関する防災アセスメント予備調査結果を踏

まえた津波浸水想定の見直しに要する経費
46,089
(9,449) ○ 駐在所における災害警備活動のための情報通信基盤整

備に要する経費
9,449 
(9,180) ○ 緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）内の住民の避難誘導

等に必要な資機材の運用に要する経費
3,513 
(8,047) ○ 大規模災害に迅速・的確に対応するための資機材等の

整備に要する経費 18,418
19,148 ○ 救助能力向上のための人材育成に要する経費 730

地
域
防
災
力
と
危
機
管
理
の
強
化

高齢者地域
包 括 ケ ア
推 進 課

３ ４ ２ [新]
在宅人工呼吸器の非常用
電源導入支援費

港 湾 課 ８ ３ １ [新]

原子力災害対策費

災害対応力強化費

災害時の調剤支援事業費

９ １ ２ 防災危機管理体制整備費

９ ２ １

薬 務 課 ３

防災アセスメント調査費

４ ４

災害時緊急医薬品等
備蓄事業費

警 察 本 部
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